研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青山荘　職　種　社会福祉士　氏　名　小笠原　嘉紀

	期　　間　　平成23年10月13日　～　平成23年10月15日

	出張目的　　精神障害者施設新体系移行に関する説明会

	出 張 先　　大阪

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

　最初に私的な感想ですが、大変驚いた事がある。それは、精神障害者の福祉政策や法律等の決定に際し、民間企業である医療機関等が深く関わりを持っていることとそれらの福祉政策の問題点を探求しその解決にあたり積極的に関与しまた尽力していることです。日精協の常務理事としての立場での理事長のお話では、現行の生活訓練施設を利用者、医療、福祉、地域それぞれの立場で総合的な見地から「精神障害者地域生活支援・訓練センター（仮称）」の創設の提案と要望のあったように、こうした言動や行動は、これまで精神障害者の福祉に関わった民間の医療機関等の努力とそれに裏づけされた自負、また今後の課題の解決への責任感からくるものと深く感銘した。私の若干の社会経験では、そのような関わりや場面に接したことがなく、また行政機関（悪い言えば“お役所”）の指示や命令等には、なかなか意見等を言わない、言えないで半ば「決められたこと」とあきらめてきた面がある。私も医療・福祉に関わるものとして微力ながら諸先輩の志を継いで活きたい。

　さて、本題の精神障害者施設の新体系移行についてですが、当法人では、青山荘が対象施設となるが、まだまだ不勉強ではあるが、今回の説明会を聞いた自分での結論としては、宿泊型自立訓練をベースに日中活動サービスとしての自立訓練（生活訓練）を行う施設への移行が望ましいと思われる。主な理由としては、①現状の設備や人員を基にした移行が可能なこと。②宿泊型自立訓練の規制等の緩和に関する事項として「ケアマネジメントの導入等に伴う標準利用期間が３年の場合の報酬設定の見直し等」があったこと。③移行事例の医療法人卯の会・新垣病院の例ように収入面で高収入が期待できることが挙げられる。その他の理由としては、厚生労働省・内山氏の説明の移行支援策としての①規制等の緩和（ショートステイの緩和も）②新体系サービスの報酬における加算が多い③移行後の収入の保障④改修工事等への助成や移行に伴うコストの増加等を踏まえての助成があることなどである。ただし、今の自分では、自立訓練の人員・施設基準、取得できる加算、移行申請の手続きや書類、関係する職員の対応、そして何より利用者自身のことも理解していない。今後はそうした諸制度・問題点等を理解した上で、総合的な見解でどのような新体系への移行が望ましいかを勉強し、長谷部SGMのサブとして円滑な新体系移行を進めて行く所存です。

　今回の説明会を通じて、大変有意義な内容と貴重な体験をさせていただき感謝しております。

【概要】

　今回の説明会の内容をプログラムに沿って順次記載する。

　「開会挨拶」

　日精協の副会長・河崎建人氏より本日の出席者が230名以上と応募人員をオーバーしていること、精神障害者施設の新体系移行の趣旨説明と挨拶があった。

　

「新体系移行の経過措置に対する日精協の基本的考え方について」

　日精協の常務理事・千葉潜氏より標記に対する説明があった。

　○内容

　まずは、精神障害福祉整備において、精神科病院が母体となって作り上げてきたということ、またこれまでの精神保健分野における制度改正の経緯の説明があり、他の2障害と異なり、医療サービスの基盤に上で地域生活が成り立っている旨の説明があった。そして、それらのことを踏まえ、今後の精神障害者の医療は、より福祉の領域へと踏み込んでいくことが必要であることを解説した。

　そして、精神障害生活訓練施設は、医療と福祉の中間的な位置付で現行の社会復帰訓練、地域啓発の機能に加え、新たな役割としてステップアップ訓練、ショートスティ、危機介入・レスパイトケア、24時間医療福祉相談支援、従事者研修・スーパーバイズ、就労支援を担う施設へと新たな機能の提案があった。

最後に、その新たな施設を「精神障害地域生活支援・訓練センター（仮称）」とし、そのセンターの創設と25年9月施行予定の総合福祉法までに実施し、および総合福祉法施行後の指定の提案と要望があった。

　

「精神障害者施設の新体系移行について」

　標記について、行政の立場から厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課・地域移行・障害児支援室室長・内山博之氏と室長補佐・稲葉好晴氏より説明があった。

○内容

1．精神障害者の地域生活の実現に向けた新たな取組みについて

　まず、新たな取組みへの検討状況の背景と経過の説明があり、閣議決定を踏まえ「入院医療中心から地域生活中心へ」の基本理念を実現するための新たな取組と検討課題の説明があった。以下、説明内容として、Ⅰ地域移行、社会的入院の解消に向けた、病院からの退院に関する明確な目標設定を行うための取組として、第3期障害福祉計画（都道府県）における明確な目標値の設定。Ⅱ地域移行・地域生活を可能とする地域の受け皿整備を行うための取組としては、医療面での支えから、できる限り入院を防止しつつ、適切な支援を行うアストリーチ（訪問支援）の充実、夜間・休日の精神科救急医療体制の構築、医療機関の機能分化・連携を進めるため医療計画に記載すべき疾病の追加を挙げ、福祉・生活面での支えとしての取組として、退院や地域での定着をサポートする地域移行支援、地域定着支援の創設、地域生活に向けた訓練と、状態悪化時のサポートなどを合わせて実施、そして、認知症の方に対する支えとしての取組として、入院を前提とせず地域での生活を支える精神科医療と、地域の受け皿整備が検討中であることを挙げられた。

　そして、上記の取組の中の福祉・生活面での支えとしての取組から、まずは「地域移行支援・地域定着支援の創設」について、施設や病院に長期入院していた者が地域での生活に移行するためには、住居の確保や新生活の準備等について支援が必要なことから、現行の「障害者地域移行・地域定着支援事業」を障害者自立支援法に基づく個別給付にする旨の説明があった。次の取組として、「地域移行・地域生活支援体制の強化」について、平成24年度からは宿泊型而立訓練と就労継続支援などの日中活動サービスやショートスティの事業等を組み合わせて実施しやすくするとともに、新たに創設する地域移行・地域定着支援を組み合わせて実施すること等により、病院・入所施設からの地域移行・地域生活への定着を一層促進する旨の説明があった。そして、2つの取組の結果として、①ケアマネジメントの導入等に伴う標準利用期間が2年から3年となること、②短期入所（ショートスティ）を行う場合の要件が緩和されること。よって、精神障害者施設の新体系移行に際し、宿泊型而立訓練をベースに日中活動サービスとしての生活訓練、就労継続B型など、ショートスティや地域移行支援・地域定着支援などを組み合わせで実施しやすくなった旨の説明があった。

2． 障害福祉サービスの新体系移行について

障害者自立支援法に基づく新体系移行の目的は、①3障害一元化②昼夜分離③地域移行等の促進を挙げ、利用者本位のサービス体系へと再編を目指していることの説明があった。そして、移行への支援策として、1加算や手厚いサービスがあること２移行後の収入の保障があること３その他として、改修・増築工事費や生産設備費等を助成していることや移行して月に助成金がある旨の説明があった。

　説明終了後、質疑では、具体的な移行の方法等の質疑応答があった。

「移行事例紹介」

移行事例①：医療法人社団　旭川圭泉会病院

　　　　　説明者：企画部長　山岸貴一郎

　　　　　福祉ホーム、福祉ホームＢ型　→　グループホーム・ケアホーム一体型に移行

　　　　　生活訓練施設→24年4月1日までに新体系移行

　建物の構造、土地の立地状態、北海道特有の事情（面積が広い・指定入院医療機関が道内にない）

により、移行にあたり苦労があったことなどを説明があった。結果としては、移行後収益は低下し、低下した分を日中活動のディナイトや利用者への負担増により補てんしている状況。

移行事例②：医療法人久盛会　秋田緑ヶ丘病院

　　　　　説明者：福祉部次長　田中和弘

　　　　　援護寮・福祉ホーム・グループホーム（定員45名）　→　

グループホーム（定員36名）へ移行

　説明者本人が精神保健福祉士ということで、移行にあたり利用者や職員サイドでの状況説明となる。収益では、収入減となるが人員を減らし、専門職員を減らすことで経費を抑えていることの説明があった。その反面、利用者へのサービスの低下や職員の業務の煩雑さや負担増の懸念もある旨の説明。

移行事例③：医療法人社団五色会　五色台病院

　　　　　説明者：事務部長　玉川　真一郎

　　　　　援護寮・ショートスティ・福祉ホーム（計42室）→グループホーム42室

　最初に当該法人の理事長より収益面の説明があった。内容として、最初は赤字で推移したが、規模の拡大や職員配置を増やすことで収入が増え、数年後には黒字化に至っている旨の説明があった。

　続いて、移行にあたり必要な手続きや注意事項について説明があった。内容は、グループホームへの移行にあたり、県より施設の改修工事の必要性などを指摘されたが、自身で法律等の情報を取得し、県の指摘をそれぞれ解決し、結果として移行に必要な経費をほとんどなくすことに成功したことの説明があった。次に移行に必要な手続きやその際の必要書類の説明があった。

移行事例④：医療法人卯の会　新垣病院

説明者：仲田　直幸

　　　　　福祉ホーム→地域移行型ホームへ（18年10月1日）

　　　　　生活訓練施設→上記の地域移行型ホームと統合し生活訓練・継続的短期滞在型へ

　移行にあたり、様々なシュミレーションを行い、収入面を考慮し、「生活訓練・継続的短期滞在型」へ移行した旨の説明。規模が大きいことと、利用者の確保ができていること、利用率が安定していること、加算をできるだけ取っていることで収益面では安定し増加している説明があった。最後に取り組むべき課題として、「利用率の安定」「対象者の拡大」「地域移行への取り組み」「自立訓練としてプログラムの確立」「医療機関、その他関係機関とのネットワーク」を挙げていた。

「閉会挨拶」

　日精協の会長山崎氏より、新体系移行の義務は、厚生労働大臣の国会答弁が背景にあること、日精協として移行をしやすいように緩和措置を講じたことの紹介があった。

そして、今後の課題として、総合福祉法への変更や来年の診療報酬等の改正にあたり、利用者へのサービス向上とサービス提供者の地位向上に努めなければならない旨の挨拶があった。　　
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